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１.研究の概要 
1.1 研究背景・目的 

近年、人口減少の進展により、全国の市町村で、コンパク

トで持続的なまちづくりのために、立地適正化計画の策定

が進められている。また、この計画では単独市町村での施設

の整備・維持が困難になると考えられることから、特に地方

都市において市町村間で都市機能を分担し、生活サービス

の維持や強化を図る、広域連携の必要性も指摘されており、

館林都市圏など 5 つの都市圏において、広域立地適正化に
関する計画が策定されている。しかし、現状の計画では都市

圏内の施設の立地に関する言及にとどまっており、生活の

実態を踏まえたものは見られない。計画の実効性を高める

ためには、施設の立地に加え、生活の実態を踏まえた検討が

必要であると考える。 
このことから、この研究では、施設の立地状況だけでなく、

実際の人の移動とその目的から市町村外への生活圏の広が

りや施設・エリアの利用実態を把握することを目的とし、生

活の実態から実効性の高い計画策定の示唆を得る。 
1.2 研究方法 

2 章により雇用圏内の市町村の人口規模差による分類か
ら対象雇用圏を決定する。対象雇用圏で行われたパーソン

トリップ調査を用いて、3章により市町村ごとの実態に関し
て、4章によりエリアや施設ごとの詳細な実態の分析を行い、
市町村ごとの生活圏の広がりや施設・エリアの利用の実態

を把握する。 
２.雇用圏の分類と対象雇用圏 
広域連携を考える上で、日常生活を行う範囲での連携を

考えることが望ましい。このため、通勤を行う範囲が日常生

活を営む範囲であると考え、雇用圏を都市圏の単位とした。 
2.1 雇用圏の分類 

雇用圏内の市町村の人口規模の差が、市町村に立地する

施設や日常生活に影響を与えると考える。このため、人口規

模をもとに、雇用圏の分類を行なった(注 1)。この結果、大き

く 4つの中心市と周辺市町村との関係（注 2）が見られた。 
2.2 対象雇用圏 

2.1の分類結果を踏まえ、雇用圏内に中心的な市が 2つ見
られ、役割に違いがあると考えられる、「複数・単層型」（注 2）

の 6 つの雇用圏の中から、近年パーソントリップ調査を行
なった、沼津市と三島市を中心とする雇用圏を研究対象と

した。また、この雇用圏を調査対象に含む『第 3回東駿河湾
パーソントリップ調査』を分析対象とし、7 の大エリア(市
町村単位)、61の小エリアの分類をもとに分析を行った。日
常的な生活行動を研究対象とするため、調査項目の 15項目
から業務的な目的を除いた 9 項目を対象の目的とした(注 3)。 
３市町村間の活動実態 

3.1 対象市町村の比較による傾向把握 

初めに、各市町村からの活動者数とそのうち市町村外を

利用する割合を比較することで、雇用圏内の各市町村の傾

向を把握する。図1は、市町村内で活動したか、市町村外で

活動したか、各市町村からの活動者数と内訳である。全ての

目的に関して同様の傾向が見られたことから、9項目のうち、

活動者数の多い「通勤」と「日常買い物」を示す。 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 各市町村からの活動数と内訳(左:通勤 右:日常買い物) 

沼津市、三島市の順に活動者数が多い。しかし、その内訳

では、「市町村外へ」の人数は三島市の方が多く、内訳に大

きな差が見られる。他の目的においても同様の傾向が見ら

れ、「市町村外へ」の割合では、清水町、函南町、長泉町で

高く、沼津市で低い傾向が見られた。沼津市が中心的な市で

あることから都市機能を多く有していること、清水町や長

泉町は中心市に挟まれており、すぐに市町村外へ移動しや

すい地理的条件が市町村間の移動に関係すると考えられる。 

また、各市町村の市町村外からの利用状況では、「通勤」

は沼津市と三島市、「日常買い物」では清水町、「通院」では

伊豆の国市と清水町が、周辺市町村からの利用者数が多く、

市町村外から多く利用されるのは中心市だけではないこと

がわかった。 

3.2 各市町村の市町村外への生活圏の広がり 

次に、市町村ごとに、どの市町村へ生活圏が広がっている

か、3.1 の「市町村外へ」の内訳から分析を行なった。7市

町村のうち、中心市である沼津市の内訳を図 2に示す。 

 

 

 

 

 

 
 

図 2 沼津市から周辺市町村への利用状況 
沼津市の割合を見ると、中心的に利用している市町村は、

「通学」では三島市、「買い物」では清水町、「通院」や「通

勤」は複数の市町村を均等に利用している。 

他の市町村の割合もみると、沼津市・三島市・伊豆の国市

は周辺市町村を目的ごとに満遍なく利用している(分散型)。

伊豆市・函南町ではどの目的においても一つの市町村を中

心に利用し(集中型)、清水町・長泉町では二つの市町村をバ

3762

1242
500 667

269 271 375

887

1022

340
607

575 493 491
0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

沼津 三島 伊⾖ 伊⾖の国 函南 清⽔ ⻑泉

通勤全11501トリップ

市町村内へ 市町村外へ

2442

924

293 480 341 300 350

316

427

123
151 163 116 123

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

沼津 三島 伊⾖ 伊⾖の国 函南 清⽔ ⻑泉

⽇常買い物全6549トリップ

市町村内へ 市町村外へ

三島市

三島市

三島市 三島市
三島市

伊⾖市伊⾖の国市

伊⾖の国市清⽔町 清⽔町
清⽔町

清⽔町 清⽔町
清⽔町

清⽔町

⻑泉町 ⻑泉町 ⻑泉町 ⻑泉町

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

通勤 通学 ⽇常買い物 ⾮⽇常買い物 社交 送迎 通院 観光 その他
三島市 伊⾖市 伊⾖の国市 函南町 清⽔町 ⻑泉町



ランスよく利用している(二極型)。このことから、各市町村

からの生活圏の広がりには「分散型」「集中型」「二極型」の

三つの傾向が見られる。 

3.3 雇用圏内の移動状況(市町村から市町村) 

市町村間でどのような移動が起こっているか、雇用圏内

の具体的な移動を把握する(図 3)。異なる移動の特徴が見ら

れた「通勤」「日常買い物」の移動を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 市町村間の移動量 (左:通勤 右:日常買い物) 
「通勤」に関して、移動が最も活発であり、近隣から遠方

まで雇用圏全体で移動が見られる。「日常買い物」に関して

は、市町村外への移動は少なく、隣接市町村への移動が多い。

このことから、雇用圏内で移動が活発な市町村間や、市町村

外への移動範囲が目的によって異なることがわかる。 

4 エリア単位の活動実態 

4.1 各エリアの市町村外からの利用 

市町村外からの利用が多いエリアを抽出し、施設や鉄道

駅の立地を確認する。特徴的な利用が見られた「日常買い物」

と「通院」を示す(図 4)。 
「日常買い物」に関して、抽出されたエリアは、清水町や

伊豆の国市の大型商業施設が立地するエリア(図中1)であり、
沼津市の大型商業施設が立地するエリア(図中2)では市町村
外からの利用はあまり見られない。「通院」に関して、抽出

されたエリアは、伊豆の国市の順天堂大学附属静岡病院(図
中 3)や清水町の静岡医療センターが立地するエリアであり、

沼津市立病院(図中4)や三島総合病院が立地するエリアでは

市町村外からの利用はあまり見られない。このことから、施

設やエリアを中心とした生活圏には、市町村内で完結する

生活圏と市町村外へ広がる生活圏の、二種類の生活圏があ

ると考えられる。 
4.2 雇用圏内の移動状況(市町村からエリア) 

最後に、エリアや施設がどのように利用されているか、市

町村からエリアへの移動を示す（図 4）。 
「日常買い物」では、隣接した市町村への移動が中心であ

り、函南町のエリア(図中 A)は、三島市と伊豆の国市に挟ま

れるような地理条件から三島市と伊豆の国市に多く利用さ

れており、隣接市町村に生活圏が広がっていると考えられ

る。「通院」に関して、抽出されたエリアは、三島市から伊

豆の国市のエリア(図中 B)など、遠方からの利用も見られ、

雇用圏全体の重要な施設・エリアであると考えられる。 

市町村外から利用が多いエリア・施設に関して、隣接市町

村からの利用されるものと、雇用圏全体から広域に利用さ

れる、「隣接」と「広域」の二種類の利用実態が確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 市町村からエリアへの移動量 (左:日常買い物 右:通院) 

5 まとめ 
施設やエリアを中心とした生活圏に関して、市町村内で

完結する生活圏だけでなく、函南町のエリアが三島市と伊

豆の国市から利用される様に市町村外へ広がる生活圏も確

認できた。このことから、実態把握により生活圏がどの範囲

で形成されているかを踏まえ、誘導施設の検討や市町村間

の調整を行うことが実効性の高い計画につながると考える。 
また、市町村外へ生活圏が広がる施設・エリアの中にも、

前述の函南町のエリアのように隣接市町村から多く利用さ

れるエリアと、伊豆の国市の順天堂大学医学部附属静岡病

院が立地するエリアのように雇用圏全体から広域的に利用

されるエリアがあり、「隣接」と「広域」の二種類の利用実

態が確認できた。隣接市町村から利用される施設やエリア

は、市町村間の協力により各生活圏に必要な施設の整備を

行い、雇用圏全体から広域的に利用される施設やエリアは、

雇用圏全体で整備・維持を図ることで、高度な施設を効率的

に整備することができる。このことから、「隣接」と「広域」

の二つの視点から各施設の整備・維持を図ることも必要で

あると考える。 
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脚注 
注 1.雇用圏の参考 
「日本の都市圏設定基準」（金本良嗣・徳岡一幸 『応用地域学研究』

No.7, 1-15, (2002)）によって提案された都市圏、山田浩之・徳岡一幸に
よる標準大都市雇用圏（Standard Metropolitan Employment Area）を改訂
(2010)。 
注 2.雇用圏の分類結果 
一つの中心的な市と、周辺市町村によって構成される「単独・単層

型」、複数の中心的な市と、周辺市町村によって構成される「複数・単
層型」、一つの中心的な市に加え他の市町村よりも人口が多い副中心市
が見られる「単独・多層型」、複数の中心的な市と、副中心市が見られ
る「複数・多層型」の４タイプが見られた。 
注 3.対象とする目的 
パーソントリップ調査項目より、「通勤先へ(帰社を含む）」「通学先へ

(帰校を含む)」「日常的な家事・買い物」「日常的でない買い物」「社交・
会合・娯楽・食事」「送迎」「通院」「観光・行楽・レジャー」「その他の
私用」を対象の目的とした。 


